
第��号議案

貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

貸付金の返還債務の免除に関する条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を

次のように改正する。

第�条中「島根県立農業大学校奨学金」を「専修学校進学者特別支援資金」に

改める。

第�条の表島根県立農業大学校奨学金の項中「島根県の区域内（以下「県内」

という。）」を「県内」に改め、同項の前に次のように加える。

―�―

専修学

校進学

者特別

支援資

金

雇用状況の悪化を

受けて進路変更し

た者の修学を支援

するため、平成��

年度中に学校教育

法（昭和��年法律

第�	号）による高

等学校、特別支援

学校の高等部又は

中等教育学校を卒

業し、かつ、平成

��年度中に島根県

の区域内（以下

「 県 内 」 と い

う。）の同法によ

る専修学校（専門

課程に限る。）に

育英会から資金の貸付けを受

けた専修学校進学者（以下この

項において「被貸与者」とい

う。）が死亡し、又は心身に重

度の障害を有することとなり、

かつ、被貸与者、その相続人又

は連帯保証人のいずれもが貸付

金を返還することが著しく困難

であると認められる場合におい

て、育英会が債務を免除したと

き。

債務の全部

又は一部



第�条の表青年農業者等早期経営安定資金の項中 ｢以下同じ｡ ｣ を削り､ 同表

農業参入意向企業調査研究支援資金の項を次のように改める。

―�―

入学した者（以下

この項において

「専修学校進学

者」という。）に

対する資金の貸付

けを行う財団法人

島根県育英会（昭

和��年�月��日に

財団法人島根県育

英会という名称で

設立された法人を

いう。以下この項

において「育英

会」という。）に

対して貸し付けた

資金

島根県

獣医師

修学資

金

県内の家畜衛生及

び公衆衛生の充実

を図るため、学校

教育法による大学

の獣医学を履修す

る課程に在学する

者で、将来県の職

員として獣医師の

� 大学の課程を修了した日の

属する月の翌月の初日から�

年を経過する日の翌日までの

間に、県の職員として獣医師

の業務に就き、かつ､ 引き続

いて貸与期間の�分の�に相

当する期間その業務に従事し

たとき。

債務の全部



第�条の表看護学生修学資金の項中「（昭和��年法律第��号）」を削り、同表

緊急医師確保対策枠奨学金の項の次に次のように加える。

―�―

業務に従事しよう

とするものに対し

て貸し付けた資金

� 前号に規定する従事期間中

に、業務上の事由により死亡

したとき、又は業務上の事由

に起因する心身の故障のため

その業務に従事することがで

きなくなったと認められると

き。

� 災害、疾病その他やむを得

ない事由により貸付金を返還

することが著しく困難である

と認められるとき。

債務の全部

又は一部

特定診

療科医

師緊急

養成奨

学金

県内の医療機関の

医師の確保及び充

実を図るため、学

校教育法による大

学（自治医科大学

を除く。）の医学

を履修する課程に

在学する者で、将

来指定医療機関の

特定診療科（知事

が別に定める診療

科をいう。以下こ

の項において同

� 大学の課程を修了した日の

属する月の翌月に（疾病、負

傷その他やむを得ない事由が

あると認められる場合には、

当該やむを得ない事由がやん

だ後遅滞なく）指定医療機関

において臨床研修を開始し、

かつ、引き続いて臨床研修を

受け、その修了した日の属す

る月の翌月に（疾病、負傷そ

の他やむを得ない事由がある

と認められる場合には、当該

やむを得ない事由がやんだ後

債務の全部



―�―

じ。）において医

師の業務に従事し

ようとするものに

対して貸し付けた

資金

遅滞なく）指定医療機関の特

定診療科において医師の業務

に就き、かつ、引き続いて�

年間（疾病、負傷その他やむ

を得ない事由があるためその

業務に従事することができな

かった期間を除く。）その業

務に従事（当該指定医療機関

の長の指示により指定医療機

関の特定診療科以外で医師の

業務に従事した場合にあって

は、通算して�月未満に限

り、指定医療機関の特定診療

科においてその業務に従事し

たものとみなす。）したと

き。

� 前号に規定する臨床研修の

期間中又は従事期間中に、業

務上の事由により死亡したと

き、又は業務上の事由に起因

する心身の故障のためその業

務に従事することができなく

なったと認められるとき。

� 災害、疾病その他やむを得

ない事由により貸付金を返還

することが著しく困難である

と認められるとき。

債務の全部

又は一部



―�―

研修医

研修支

援資金

県内の医療機関の

医師の確保及び充

実を図るため、将

来指定医療機関に

おいて後期研修

（臨床研修修了後

に受ける医師の専

門性に関する研修

をいう。以下この

項 に お い て 同

じ。）を受けよう

とする臨床研修医

（臨床研修を受け

ている者をいう。

以下この項におい

て同じ。）又は将

来特定地域医療機

関において医師の

業務に従事しよう

とする後期研修医

（後期研修を受け

ている者をいう。

以下この項におい

て同じ。）に対し

て貸し付けた資金

� 臨床研修医に対する貸付金

の貸付けを受けた者が、臨床

研修を修了した日の属する月

の翌月に（疾病、負傷その他

やむを得ない事由があると認

められる場合には、当該やむ

を得ない事由がやんだ後遅滞

なく）指定医療機関において

後期研修を開始し、かつ、引

き続いて�年間（疾病、負傷

その他やむを得ない事由があ

るため後期研修を受けること

ができなかった期間を除

く。）後期研修を受けたと

き｡

� 後期研修医に対する貸付金

の貸付けを受けた者が、後期

研修を修了した日の属する月

の翌月に（疾病、負傷その他

やむを得ない事由があると認

められる場合には、当該やむ

を得ない事由がやんだ後遅滞

なく）特定地域医療機関にお

いて医師の業務に就き、か

つ、引き続いて一定の期間

（貸付けを受けた回数が、�

回の場合にあっては�年間と

債務の全部



附 則

この条例は、平成��年�月�日から施行する。

―�―

し、�回の場合にあっては�

年間とし、�回の場合にあっ

ては�年間とする。）（疾

病、負傷その他やむを得ない

事由があるためその業務に従

事することができなかった期

間を除く。）その業務に従事

したとき。

� 第�号に規定する後期研修

の期間中又は前号に規定する

従事期間中に、業務上の事由

により死亡したとき、又は業

務上の事由に起因する心身の

故障のためその業務に従事す

ることができなくなったと認

められるとき。

� 災害、疾病その他やむを得

ない事由により貸付金を返還

することが著しく困難である

と認められるとき。

債務の全部

又は一部


